
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明

 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 
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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

 当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方として、「経営基本方針」に、株主のために「誠実で信頼に応える経営を」行うことを明 
記し、さらに、「企業行動指針」に「高い倫理観と強い責任感をもって公正に行動し経営の透明性を維持して社会の信頼と期待に応える」ことを定 
めており、これを経営上の最も重要な方針のひとつと位置付けています。 

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 114,625,000 7.17

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口） 84,800,000 5.30

日本生命保険（相） 71,212,250 4.45

三井生命保険（株） 35,961,000 2.25

（株）三井住友銀行 30,022,000 1.88

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口４） 22,340,000 1.40

ステート ストリート バンク ウェスト クライアント トリーティー ５０５２３４ 20,375,525 1.27

ザ バンク オブ ニユーヨーク メロン エスエー エヌブイ １０ 20,241,186 1.27

三井不動産（株） 19,460,720 1.22

三井住友海上火災保険（株） 17,638,900 1.10

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

 上記の他、当社が保有する自己株式３２，３７５，０５６株があります。 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 繊維製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 100社以上300社未満



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

――― 

 当社は蝶理株式会社、曽田香料株式会社および水道機工株式会社の３上場子会社を有しています。これら上場子会社各社における経営につ 
いては、その自主性を尊重しつつ、東レグループの「企業理念」「経営基本方針」「企業倫理・法令遵守行動規範」等の基本的な考え方を共有して 
います。  



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 30 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 25 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

伊藤 邦雄 学者

野依 良治 学者 ○ ○

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

伊藤 邦雄 ○ ―――

伊藤邦雄氏は東京証券取引所の規則に定め
る独立役員の要件を満たしております。当社
は、同氏の独立性は確保されていると判断し、
独立役員として選任しております。

野依 良治 ○

野依良治氏は当社の研究・技術戦略に関
する特別顧問でありました。また、同氏
は、当社寄付先の独立行政法人理化学
研究所（２０１５年３月理事長退任）の出身
であります。

野依良治氏は東京証券取引所の規則に定め
る独立役員の要件を満たしております。また、
同氏は２０１５年４月まで当社の研究・技術戦
略に関する特別顧問でしたが、２０１４年度に
当社が同氏に支払った報酬額は、同氏が受領
した報酬等総額の１０％未満であり、今後当該
顧問契約を締結する予定はありません。また、
当社は同氏が２０１５年３月まで理事長であっ
た独立行政法人理化学研究所に対し研究活



【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

動を支援する目的で寄付を行っておりますが、 
２０１４年度の寄付金額は１百万円未満であ
り、当社売上高に対する割合は０．１％未満で
あることから、同氏の独立性は確保されている
と判断し、独立役員として選任しております。 

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

 定例的には、会計監査人の監査計画立案時、四半期決算レビュー結果報告時、期末監査報告時の年５回会合を持ち、それ以外にも必要に応
じて監査上の重要問題等について、随時報告・意見交換を行う等、相互の連携を高めています。  
 内部監査部門である監査部との連携については、監査部が実施し社長に提出した内部監査報告書の全てを監査役にも提出する等、随時情報 
交換を行っています。 
 なお、監査部の１名が監査役職務補助のため監査役スタッフを兼務しており、また監査部長はオブザーバーとして監査役会に出席しています。  

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

永井 敏雄 弁護士

城野 和也 他の会社の出身者 ○

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

永井敏雄氏は東京証券取引所の規則に定め
る独立役員の要件を満たしております。また、
同氏が所属している卓照綜合法律事務所との



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

永井 敏雄 ○ ―――
間に顧問契約や取引はないことから、同氏の
独立性は確保されていると判断し、独立役員と
して選任しております。

城野 和也 ○

城野和也氏は当社取引先の株式会社三
井住友銀行(２０１２年３月 取締役兼専務
執行役員退任）およびシティバンク銀行株
式会社（２０１４年５月 代表取締役社長兼
ＣＥＯ退任）の出身であります。

城野和也氏は東京証券取引所の規則に定め
る独立役員の要件を満たしております。また、
同氏は、当社取引先の株式会社三井住友銀
行およびシティバンク銀行株式会社の出身で
あり、当社は両行との間に定常的な銀行取引
がありますが、２０１４年度末の株式会社三井
住友銀行からの借入金残高（シンジケートロー
ンへの参加額を含む）が当社総資産に占める
割合は１．１％と他行と比べて突出しておらず、
シティバンク銀行株式会社からの借入はない
ことから、同氏の独立性は確保されていると判
断し、独立役員として選任しております。

独立役員の人数 4 名

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員全員を、独立役員に指定しております。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

 当社の業績向上に対する貢献意欲や士気を高めるとともに、株主の皆様との価値共有を進めることを目的として、２０１１年よりストックオプショ 
ン制度を導入しております。 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、その他

 社内取締役・理事をストックオプションの付与対象者としております。 

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

１．２０１５年３月期の取締役の報酬等の額  ３０名 １，５４８百万円 
２．取締役の支給人数には、当期に退任した取締役４名を含んでおります。 
３．報酬等の額には、第１３４回定時株主総会において決議された役員賞与１５７百万円を含んでおります。 
４．報酬等の額には、取締役に付与された新株予約権によるストックオプション報酬額２６１百万円を含んでおります。 
５．報酬等の額には、使用人兼務役員の使用人給与相当額７５百万円は含まれておりません。 
６．上記の他、第１３０回定時株主総会において決議された役員退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金打切り支給として、退任取締役２名に 
  ２１８百万円を支給しておりますが、退任取締役への支給額のうち２２百万円を当期の報酬等の額に含んでおります。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

 当社は“Innovation（革新と創造）”の実践により、お客様へ新しい付加価値を提供しながら、グローバルに成長・発展を遂げることで株主の皆様 
の期待に応え、企業としての持続的成長を図ることを経営の基本方針としています。 
 役員報酬はこれを実現していくためのインセンティブであり、短期及び中長期の業績向上並びに企業価値向上への貢献意欲を高めることを目



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

 

的に、取締役は例月報酬、賞与及び株式報酬型ストックオプション、監査役は例月報酬で構成されています。 
 なお、報酬水準については、その客観性を確保する観点から、外部第三者機関による役員報酬に関する他社水準調査結果等も参考に、優秀な 
人材を確保でき、業績向上に向けた志気向上が図れる水準としています。 
 例月報酬は株主総会において報酬総枠の限度額が決議されており、限度額の範囲内において、取締役の例月報酬は、取締役会決議により社 
長が当社の定める一定の基準に基づき決定し、監査役については監査役の協議により一定の基準に基づき決定しています。 
 賞与は株主総会において取締役への支給の可否並びに支給総額がその都度決議されています。各取締役へは、取締役会決議により社長が
当社の定める一定の基準に基づき各人の業績に応じて決定しています。 
 株式報酬型ストックオプションは株主総会において取締役に対して付与する新株予約権の総数の上限並びに報酬総枠の限度額が決議されて 
おり、その限度の範囲内において、取締役への割当個数は、取締役会にて当社の定める一定の基準に基づき決定しています。 

 社外取締役には、取締役会の開催にあたり、議案に関する資料を事前に送付することを含め、適時適切な情報伝達を行います。また、監査役 
については、常勤監査役と社外監査役を区別せずに監査役全員をサポートすべく、秘書１名、監査役スタッフ１名（兼務）が活動しています。 
 なお、監査役からその職務を補助すべき使用人の設置を求められた場合、監査役の職務を補助する組織を設置し、専任のスタッフを置くことと 
しています。 

１．当社は、基礎素材製品を広範な産業に供給する製造業であり、現場に密着した専門知識をベースに様々な経営判断や意思決定を行う必要 
  があり、また、株主に対する経営責任の完遂という観点から、株主総会で選任された当社の事業に精通した取締役が、多様な視点からの監 
  督の下で意思決定および業務執行に当たることが経営責任の遂行、経営の透明性に繋がると考え、執行役員制度は採用していません。 
  一方、当社は意思決定の規程として「トップ・マネジメント決定権限」を定め、これを厳格に運用しています。 
  当社の経営執行体制の特徴は次の３点です。 
   （１）取締役会、社長、本部長等に留保される権限事項を規定し、厳格に運用しています。 
   （２）各役員会の役割期待並びに機能分担を明確化し、厳密に運用しています。 
   （３）取締役会は重要案件（会社法規定案件を含む）についての決議機関であると同時に、各取締役の業務執行を相互監視するための各取 
     締役の業務報告・意見交換の場と位置付けています。 
  例えば、設備投融資などをはじめとする重要案件は、その重要度（設備投融資の場合はその金額）で、取締役会決議、社長決裁、本部・部門 
  長以下と決裁ルールを決めています。取締役会決議と社長決裁に向けての審議機関として、方針の審議は経営戦略会議で、実行の審議は 
  常務会で行うこととしています。 
  さらに、全社横断組織として重要経営テーマ毎に各種全社委員会を設置し、経営執行の補完的役割を果たしています。 
 
２．監査役は４名で、うち社外監査役は２名です。社外監査役と当社との取引関係等の利害関係はありません。監査役は、取締役会に出席し、 
  ３ヶ月に１度以上開催する監査役会が定めた当該年度監査方針・当該年度監査計画に従い、社長をはじめとした全取締役・本部長・部門長 
  および部長層とのミーティング、各事業場・工場や国内外関係会社への往査を実施し、取締役の業務執行を十分に監視する体制を取ってい 
  ます。 
  なお、ＣＳＲの重要項目である企業倫理や法令遵守徹底のために設置している「倫理委員会」や「全社法令遵守委員会」に監査役がオブザー 
  バーとして出席する等、内部統制部門との連携を図っています。 
  また、内部統制部門のひとつとして、関係会社を含めた内部監査を実施する社長直属の部署である監査部（１１名）を設置しています。監査部 
  は監査役と定例的にミーティングを実施しているほか、社長に提出した内部監査報告書を監査役にも提出する等、情報交換を行っています。 
 
３．会計監査については、当社は新日本有限責任監査法人を選任し、会社法監査と金融商品取引法監査を受けるとともに、監査役や監査部との 
  間で、監査計画の説明をはじめ、監査結果の報告および意見交換等を定期的に実施しています。なお、２０１５年３月期において監査業務を 
  執行した公認会計士の氏名および継続監査年数、監査業務に係る補助者の構成については下記のとおりです。 
 
   （１）監査業務を執行した公認会計士の氏名および当社に係る継続監査年数 
     指定有限責任社員 業務執行社員 ： 大 木 一 也 ４年 
     指定有限責任社員 業務執行社員 ： 木 村   聡 ５年 
     指定有限責任社員 業務執行社員 ： 中 野  強 １年 
 
   （２）監査業務に係る補助者の構成 
     公認会計士 １５名、 会計士試験合格者等 １７名、 その他 １０名 

 当社の取締役会は取締役２５名で構成しています。当社は、基礎素材製品を広範な産業に供給する製造業であり、現場に密着した専門知識を
ベースに様々な経営判断や意思決定を行う必要があり、また、株主に対する経営責任の完遂という観点から、株主総会で選任された当社の事業
に精通した取締役が、多様な視点からの監督の下で意思決定および業務執行に当たる、現在の体制としております。当社は、従来以上に幅広い
視点から取締役の活動を監督し、経営の透明性・客観性を一層高めることを目的として、２０１５年６月２４日開催の定時株主総会において、新た
に社外取締役１名を選任し、社外取締役を２名としました。 
 また、経営の透明性や経営監視機能の客観性・中立性を確保するべく、取締役会から完全に独立した監査役会を設置しています。監査役４名
のうち２名は社外監査役であり、社外監査役は独立の立場から取締役の業務執行監査の充実に努めております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会の約１ヶ月前に当社および東証ウェブサイトに掲載し、３週間前に発送しています。

集中日を回避した株主総会の設定 より多くの株主の皆様にご出席いただけるよう、集中日を回避して開催しています。

電磁的方法による議決権の行使 実施しています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環
境向上に向けた取組み

ＩＣＪプラットフォームに参加しています。

招集通知（要約）の英文での提供 株主総会招集通知の英訳版を作成し、当社および東証ウェブサイトに掲載しています。

その他 株主総会議案の議決結果を、当社および東証ウェブサイトに掲載しています。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
「情報開示原則」などを含む「情報開示に関するポリシー」を作成し、当社ウェ 
ブサイトに掲載しています。 

個人投資家向けに定期的説明会を開催
ＩＲ責任者が個人投資家向け説明会に随時参加し、会社の現況等を説明して 
います。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期毎に決算説明会を開催し、代表取締役社長もしくはＩＲ統括取締役が 
説明を行っています。 
また、随時、中期経営課題、個別事業に関する説明会を開催しています。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催

欧・米・アジア等の投資家に対し、ＩＲ統括取締役が、訪問・電話会議等により 
説明会を行っています。 
また、内外で開催される投資家向け説明会にも参加し、会社の現況等を説明 
しています。

なし

IR資料のホームページ掲載

ホームページ「株主・投資家情報」コーナーにおいては、決算短信、有価証券 
報告書、決算説明資料、個別事業説明会資料をはじめ、経営戦略、業績や事 
業の概況、財務情報等に関する広範な資料を掲載しています。 
併せて、「個人投資家の皆様へ」というコーナーも設置し、より分かり易い情報 
開示に努めています。 
http://www.toray.co.jp/ir/index.html

IRに関する部署（担当者）の設置 専任部署として、社長直轄のＩＲ室を設置しています。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

 当社は、「新しい価値の創造を通じて社会に貢献する」ことを企業理念として掲げ、これに基づ 
き経営基本方針を以下のとおり定めています。 
 
お客様のために  新しい価値と高い品質の製品とサービスを 
社員のために    働きがいと公正な機会を 
株主のために    誠実で信頼に応える経営を 
社会のために    社会の一員として責任を果たし相互信頼と連携を 
 



 即ち、当社は、社会の中でお客様、社員、株主など数多くの人々によって支えられていること 
を認識し、それぞれに対して責任を果たし貢献することを基本方針としております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

 当社グループは、安全・防災・環境保全、企業倫理・法令遵守をはじめとしたＣＳＲを、最優先
の経営課題と位置づけ、取り組みを一層強化しております。２０１４年度から２０１６年度までの 
３ヵ年を期間とする「第５次ＣＳＲロードマップ」を策定し、事業活動のあらゆる側面において、 
ＣＳＲの推進を体系的に行っております。「ＣＳＲロードマップ」により経営戦略とＣＳＲを連動さ 
せ、当社グループの持続的発展とＣＳＲの両立を図ってまいります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

 ＣＳＲガイドラインに、「ステークホルダーとの対話の促進」を定め、社員、株主・投資家、取引 
先・消費者、地域社会・ＮＰＯ、政府・行政、マスメディアなどとの対話と協働を促進しています。

その他

 当社は、男女雇用機会均等法や育児介護休業法の制定・改正に先駆け、女性の積極的な活 
用と女性が働きやすい職場環境の整備を早くから進めてきました。１９５８年に女性管理職登 
用、１９７４年に育児休業導入（法制化される約２０年前）、２００３年に関係会社における社長へ 
の登用などを実現しています。 
 それ以降も２００４年に「女性が活躍しやすい企業風土づくり」をねらいに「女性活躍推進プロ 
ジェクト」を発足させ、推進体制の整備や仕事と家庭の両立支援策を含めた各種制度の見直 
し・拡充、および社内啓発活動に取り組んできました。 
 また、２０１０年からは、ワークライフバランス労使委員会を立ち上げ、ワークライフバランス全 
般を向上させる中で、育児・介護と仕事の両立に資する諸施策についても更なる拡充・運用充 
実を推進しています。  
 これらを通じて、取り組んできた主な施策は下記の通りです。 
  １．女性活躍に対する職制の意識向上を促す啓発活動 
  ２．女性活躍のための施策の実施 
   （１）ベビーシッター費用補助制度の新設 
   （２）育児休職制度・短時間勤務制度の期間延長、利便性向上 
   （３）結婚・育児などやむを得ない事情で退職した社員に対する再就業希望社員登録制度 
      の登録期間延長 
  ３．女性総合職中堅層対象のキャリアプラン作りセミナーの開催 
  ４．女性のキャリアモデル提示のための女性社員活躍事例を社内報にて連載 
  ５．育児・介護支援策としての在宅勤務制度導入 
 これらの取り組みの結果、当社は女性活躍推進に優れた上場企業として、「なでしこ銘柄」に
３年連続で選定されました。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

 当社は、２０１５年５月１日施行の「会社法の一部を改正する法律」（平成２６年法律第９０号）および「会社法施行規則等の一部を改正する省令」
（平成２７年法務省令第６号）を踏まえ、当社の業務の適性を確保するための内部統制システムに関する基本方針の内容を見直し、２０１５年５月
１日に次に掲げるとおり改正しました。 
 
 当社は、「わたしたちは新しい価値の創造を通じて社会に貢献します」という「企業理念」、「経営基本方針」および「企業行動指針」に示される経
営理念を、当社グループの全役員および全従業員によって具現化するために、適切な組織の構築、規程・ルールの制定、情報の伝達、および業
務執行のモニタリングを行う体制として、内部統制システムを整備・維持する。これを適宜見直しつつ改善を行い、適法かつ効率的に業務を執行
する体制の確立を図る。 
 
１．当社取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
  ・全社委員会のひとつとして「倫理委員会」、その下部機構として「全社法令遵守委員会」、そして各本部・部門、各事業場・工場毎の「ＣＳＲ・法 
   令遵守委員会」を設置し、企業倫理・法令遵守を推進する。 
  ・企業倫理・法令遵守を推進・徹底するため、遵守すべき具体的行動基準として「企業倫理・法令遵守行動規範」を制定する。 
  ・企業倫理・法令遵守に関するより詳細な留意事項などを説明した「企業倫理・法令遵守ガイドライン」を制定する。 
  ・法令・定款等に違反する行為を発見した場合の内部通報体制を構築する。 
  ・「企業倫理・法令遵守行動規範」「企業倫理・法令遵守ガイドライン」および内部通報体制を、「企業倫理・法令遵守ハンドブック」として冊子に 
   まとめ、当社取締役および使用人に周知徹底を図る。 
  ・法令遵守の最重要事項のひとつである安全保障貿易管理について、「安全保障貿易管理規程」を定めるとともに専任組織を設置して、安全 
   保障貿易管理を徹底する。 
  ・「企業倫理・法令遵守行動規範」において反社会的勢力との関係遮断を定め、全社一体の毅然とした対応を徹底する。 
  ・内部監査を担当する部署として「監査部」を設置し、「内部監査規程」に従って監査を実施する。 
 
２．当社取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
  ・意思決定の規程として、「トップ・マネジメント決定権限」を定め、当社の取締役会、社長、本部長等に留保される権限事項を規定する。 
  ・効率的な職務執行のために、取締役会決議と社長決裁に向けての審議機関として「経営戦略会議」「常務会」を設置し、前者においては主と 
   して方針の審議、後者においては主として実行の審議を行う。 
  ・経営執行の補完的役割を果たすものとして、重要経営テーマ毎に各種全社委員会を設置する。 
  ・当社取締役会は各取締役の業務担当を定め、各取締役は自らの担当組織の長を管理・監督する。 
  ・各組織の業務分掌を定めるものとして「業務分掌規程」を制定する。 
 
３．当社取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
  ・経営意思決定に係る議事録、財務情報等の重要文書・情報について、規程に基づく「文書保管・保存マニュアル」を定め、これに従って保管 
   し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。 
  ・秘密情報の保護については、「秘密情報管理規程」を制定して適正な管理の体制および管理方法を定めるとともに、外部からの不正アクセス 
   防止措置を講じる。 
  ・個人情報保護への対応として、「個人情報管理規程」を制定し、「個人情報の保護方針」、社内の情報管理体制および従業員の役割を定め 
   る。 
 
４．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
  ・「危機管理規程」を制定し、経営活動に潜在するリスクを特定し、平常時からリスクの低減および危機発生の未然防止に努める全社リスクマ 
   ネジメントを推進するとともに、クライシスマネジメントとして重大な危機が発生した場合の即応体制を整備・維持する。 
  ・全社委員会のひとつである「ＣＳＲ委員会」の下部組織として「リスクマネジメント部会」を組織し、平常時のリスク管理状況をフォローするとと 
   もに、全社的施策を企画・立案する。 
  ・事業中断に関するリスクを洗い出し、その事業活動への影響度を把握して、事業継続のための「事業継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity  
   Plan）」を策定し、事業継続マネジメント（ＢＣＭ）体制を構築する。 
  ・全社的な危機が発生した場合は、「全社対策本部」および「現地対策本部」を設置し、相互に連携して対応する。 
  ・財務報告の信頼性を確保する観点から、財務報告に係る内部統制の整備・運用を推進する。 
 
５．当社子会社における業務の適正を確保するための体制 
 （１）当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 
  ・「トップ・マネジメント決定権限」や当社子会社に関する支援・管理基準を整備することにより、当社子会社の経営成績や主要な経営指標その 
   他の重要な情報について、当社への定期的な報告をルール化する。 
  ・各種のグループ全体会議や地域会議を定期的に開催し、当社の社長又は本部長等が当社子会社の経営状況について直接報告を受け、討 
   議を行う。 
 （２）当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
  ・「リスクマネジメント部会」は、当社子会社に対し、それぞれの事業形態や経営環境を踏まえたリスクマネジメント体制の構築を指導し、子会  
   社での活動状況について定期的に報告を受ける。 
 （３）当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
  ・「トップ・マネジメント決定権限」、「国内関係会社に対する留保権限運営要領」および「海外関係会社業務執行基準」を制定して、当社子会社 
   の業務執行に関して、当社が決定権限を留保する範囲を定める。 
  ・すべての当社子会社について、当該子会社を所管する当社本部等を定めることにより、経営成績や経営指標その他の重要な情報の一元的 
   な把握に努めるとともに、当該子会社が必要とする支援・指導を行う。 
 （４）当社子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
  ・「企業倫理・法令遵守行動規範」を、当社グループのすべての取締役等および使用人が遵守すべき行動の基本方針として、当社子会社に周 
   知する。 
  ・当社の「企業倫理・法令遵守行動規範」、「企業倫理・法令遵守ガイドライン」や「企業倫理・法令遵守ハンドブック」の内容を踏まえ、当社子会 
   社に対し、それぞれの所在国における法令やビジネス慣習、事業形態等を勘案した行動規範、ガイドラインやハンドブックの制定を指導す  
   る。 
  ・当社子会社の取締役等および使用人が法令等に違反する行為等を発見した場合の内部通報制度は、国内の子会社については、当社と共  
   通の社外窓口と各社毎の社内窓口を設けて運用を行い、海外の子会社については所在国の法令やビジネス慣習等を勘案して、違反行為 



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

   等が適切に当社に報告される制度を整備することを指導する。 
  ・当社監査部は、当社「内部監査規程」に従って当社子会社の監査を実施する。 
 
６．当社監査役への報告に関する体制およびその報告をした当社グループの取締役および使用人等がそれを理由として不利な取扱いを受けな 
  いことを確保するための体制 
  ・当社グループの取締役等、使用人および当社子会社の監査役は、当社監査役からの要請に応じ、職務執行に関する事項を報告する。 
  ・当社監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程および業務執行の状況を把握するために当社の重要な会議に出席する。 
  ・当社監査役は、監査役会が定めた監査方針・監査計画に従い、当社の全取締役・本部長・部門長および部長層との定期ミーティング、各事 
   業場・工場や子会社への定期監査を実施する。 
  ・当社監査部、法務部、総務部等は定期的に当社監査役とのミーティングを行い、当社グループにおける内部監査、コンプライアンス、リスクマ 
   ネジメント等の状況を報告する。 
  ・当社監査役が監査を実施する際に要請がある場合は、監査部がこれに協力する。 
  ・当社グループの国内子会社常勤監査役は、連絡会あるいは個別ミーティングにより、当社監査役に当該子会社の内部監査、コンプライアン 
   ス、リスクマネジメント等の状況を定期的に報告する。 
  ・当社の内部通報制度の担当部署は、当社グループの内部通報の状況について、定期的に当社監査役に対して報告する。 
  ・当社は、内部通報制度等を通じて、当社監査役へ報告を行った当社取締役および使用人に対し、それを理由として不利な取扱いを行わな  
   い。使用人については、その旨を「労働協約」および「就業規則」に定める。また、当社監査役へ報告を行った当社子会社の取締役等、監査  
   役および使用人についても、それを理由に不利な取扱いが行われることのないよう、規則等の整備を子会社に指導する。 
 
７．当社監査役の職務の執行について生ずる費用・債務の処理方針に関する事項 
  ・当社は、会社法第３８８条を遵守し、当社監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁する。 
 
８．当社監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の当社取締役からの独立性に関する事項および当社監査役の当該使用 
  人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
  ・当社監査役は、必要に応じ、職務の執行に必要な支援を得る等の理由で、職務を補助すべき専任の使用人を置くことを求めることができる。 
  ・当社監査役は、当該使用人の取締役からの独立性を確保するために、使用人の人事について当社と事前に協議を行い、変更を申し入れる 
   ことができる。 
  ・当該使用人は、もっぱら当社監査役の指揮命令に従い、当社取締役をはじめとする当社グループの取締役等および使用人の指揮命令を受 
   けないものとする。当社と当社監査役は、当該使用人が当社監査役の指揮命令の下、当社監査役の職務の執行を適切に補助していること 
   を定期的に確認し、必要に応じ、適切な是正措置を講じる。

「企業倫理・法令遵守行動規範」において反社会的勢力との関係遮断を定め、全社一体の毅然とした対応を徹底しています。 



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

買収防衛策の導入の有無 なし

 買収防衛の基本は、経営の透明性を維持しつつ、持続的に企業価値向上に努めることと認識しています。なお、いわゆる買収防衛策について 
も、継続的に検討しています。  

 当社グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「誠実で信頼に応える経営を行う」こと、「高い倫理観と強い責任感をもっ 
て公正に行動し経営の透明性を維持して社会の信頼と期待に応える」ことの２つに集約されます。これを実現するための経営体制を整えていま 
す。 



【参考資料：コーポレートガバナンス体制模式図】 
 

 



  適時開示体制の概要  

 

 

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。 

 

 

記 

 

 

１．情報開示に係る基本姿勢 

当社グループは経営理念における企業行動指針の一つに「倫理と公正」を

謳い、その行動基準として、「企業倫理・法令遵守行動規範」を定めて、当

社ホームページ上に公表しています。その中に「社会とのコミュニケーシ

ョン」と題して、株主など当社グループを取り巻くさまざまな関係者との

コミュニケーションを行い、適切な企業情報を積極的かつ公正に開示する

ことを宣言しています。 

さらに、法令によって定められた開示の遵守に努めることはもちろん、そ

れ以外の情報についても、公正かつ適時適切な開示を行うことによって経

営の透明性を実現するため、「情報公開原則」を定めて、これも当社ホーム

ページ上に公表し実践しています。 

 

２．適時開示に係る社内体制  

(1) 当社および当社の子会社の経営に重大な影響を及ぼすおそれのある重要事

実に関する情報を管理するために、「内部情報管理および内部者取引規程」

を制定しています。 

本規程において法定上の重要事実に該当する内容を整理し、情報の所管部

を重要事実の内容ごとに定めるとともに、重要事実の決定、あるいは発生

時点で早期に公表することを規定しています。 

法定上の重要事実に該当しない場合でも、当社および当社の子会社の経営

に重要な影響を及ぼすおそれがあると考えられる事実については、「内部情

報管理および内部者取引規程」、および情報公開原則に則り、適時適切な情

報開示を行うこととしています。 

(2) 情報開示に関しては、情報の所管部と公表担当部署である広報室が協議の

うえ、公表時期および方法を定めることとしています。 

なお、情報開示の流れは、別紙１－①（「決定事実」に関する情報開示）、

別紙１－②（「発生事実」に関する情報開示）のとおりです。 

(3) 適時開示に係る社内体制のチェック機能として、「監査役監査規程」におい

て「内部統制システムの構築・運用状況の監査」の実施を定め、それに基

づき監査役は、内部監査部門である監査部と連携しながら、財務情報その

他企業情報を適正かつ適時に開示するための体制を適切に構築し運用して

いることを監査しています。 

 

以 上 



別紙１－①「決定事実」に関する情報開示  

 

投資家等への情報開示  

  

関係会社内 

共同付議 

関係会社の所管部署 

（関連事業本部、又

は担当本部・部門） 

提案 

決定事実の起案 

（社 長） 

付議 

決定事実の起案 

（各本部・部門） 

広報室 

経営戦略会議、あるいは常務会協議を経て 

取締役会決議、または社長決裁 

（情報取扱責任者は取締役会、経営戦略会議、 

および常務会のメンバー） 

＜事実の決定＞ 

当社内 

 

 

 

 

 

  

 



別紙１－②「発生事実」に関する情報開示  

 

投資家等への情報開示   

 

報告 

報告 

事実の発生（各本部・部門）

関係会社内 

事実の発生 

（社 長） 

報告 

情報の所管部（経営企画室、

総務部、法務部、経理部、

財務部、各本部・部門スタ

ッフ部署） 

報告 

広報室 

情報の所管部（関連事業本部、

又は担当本部・部門） 

情報取扱責任者、および代表取締役 

あるいは 

取締役会、経営戦略会議または常務会 

＜発生事実の確認＞ 

当社内 

 

 

 

 

  

 

 


